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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第107期

前第３四半期
連結累計期間

第108期
当第３四半期
連結累計期間

第107期
前第３四半期
連結会計期間

第108期
当第３四半期
連結会計期間

第107期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    10月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (百万円) 43,296 51,601 14,086 15,912 62,743

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) △334 576 △209 151 143

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失（△）

(百万円) △225 194 △153 94 59

純資産額 (百万円) ― ― 10,866 11,482 11,782

総資産額 (百万円) ― ― 38,140 45,632 37,819

１株当たり純資産額 (円) ― ― 333.92 354.41 362.40

１株当たり四半期
(当期)純利益又は
四半期純損失（△）

(円) △7.01 6.06 △4.78 2.93 1.85

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 28.2 25.0 30.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 353 3,499 ― ― 519

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △64 △153 ― ― △76

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △446 △309 ― ― △496

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 3,115 6,250 3,223

従業員数 (人) ― ― 584 587 575

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数　(人) ５８７

(注)  従業員数は、当企業グループから当企業グループ外への出向を除き、当企業グループ外から当企業グループへの

出向者を含む就業人員数であります。 

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数　(人) ３９０

(注)  従業員数は、当社から他社への出向を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【受注、販売及び仕入の状況】

(1) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を報告セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期
増減比(％)

受注残高(百万円)
前年同四半期
増減比(％)

動伝事業 11,124 ― 6,091 ―

設備装置事業 5,197 ― 12,412 ―

産業資材事業 2,928 ― 1,207 ―

調整額 △1,692 ― △1,915 ―

合計 17,558 ― 17,795 ―

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を報告セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期増減比(％)

動伝事業 10,084 ―

設備装置事業 4,485 ―

産業資材事業 2,322 ―

調整額 △980 ―

合計 15,912 ―

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 仕入実績

当第３四半期連結会計期間における仕入実績を報告セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同四半期増減比(％)

動伝事業 8,767 ―

設備装置事業 4,730 ―

産業資材事業 1,956 ―

調整額 △980 ―

合計 14,474 ―

(注)　上記の金額は、仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。
　

なお、セグメント情報の(追加情報）に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「セグメント情報

等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開

示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21日）を適用している

ため、前年同四半期増減比は記載しておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当企業グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。
　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間の我が国の経済動向は、中国を中心としたアジア圏諸国への輸出が堅調に

推移したことに支えられ、部分的には改善の兆しはあるものの、円高の長期化、低迷する経済政策により、

依然として先の見えない状況が続いております。

当企業グループにおいては、停滞する設備投資状況の中において、新エネルギー関連、環境関連、食品・

医薬関連等、成長産業分野への拡販を主軸に営業を進めてまいりましたが、国内物件・海外物件とも、受

注獲得競争のさらなる激化により、受注金額の一層の増加には引き続き厳しい経営環境が続いておりま

す。
　

当第３四半期連結会計期間の業績は、

連結売上高　　　１５９億１２百万円 （前年同期比　１１３．０％）

連結営業利益　　　　１億３７百万円 （前年同期　営業損失　　　２億８２百万円）

連結経常利益　　　　１億５１百万円 （前年同期　経常損失　　　２億　９百万円）

連結四半期純利益　　　　９４百万円 （前年同期　四半期純損失　１億５３百万円）

　であり、当第３四半期連結累計期間の業績は、

連結売上高　　　５１６億　１百万円 （前年同期比　１１９．２％）

連結営業利益　　　　４億８７百万円 （前年同期　営業損失　　　４億８６百万円）

連結経常利益　　　　５億７６百万円 （　 〃 　　経常損失　　　３億３４百万円）

連結四半期純利益　　１億９４百万円 （　 〃 　　四半期純損失　２億２５百万円）
　

となりました。なお、当第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結累計期間の業績のうち、連結売上

高以外は前年同期比の算出ができませんので、前年同期実績額を記載しております。
　 報告セグメントの業績は以下のとおりです。
　

（動伝事業）

当事業は、株式会社椿本チエイングループのパワトラ商品を中心として、国内外の動力伝動商品の全

般を取り扱っており、当第３四半期連結会計期間において、売上高は全体の約62％を占めております。

当第３四半期連結会計期間は、自動車部品関連業界を中心に順調に売上が回復し、当事業の外部顧客

への売上高は、98億96百万円となりました。
　

（設備装置事業）

当事業は、株式会社椿本チエイングループのマテハン商品、当社独自のエンジニアリングによるツバ

コーシステム商品を中心に、産業分野全般にわたり搬送設備等の自動化・省力化商品を提供しており、

当第３四半期連結会計期間において、売上高は全体の約24％を占めております。

当第３四半期連結会計期間は、国内設備投資需要が力強さに欠けたものの、食品・医薬関連分野、海

外における自動車関連分野等において売上が回復したため、当事業の外部顧客への売上高は、38億35百

万円となりました。
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（産業資材事業）

当事業は、不織布製品をはじめ合成樹脂原料及びその成型加工品、カルマーポンプ、新素材商品等幅

広い商品を取り扱っている部門であり、当第３四半期連結会計期間において、売上高は全体の約14％を

占めております。

当第３四半期連結会計期間は、新商品のティーバッグ高速製造装置の受注が順調であるものの、客先

納期により当第３四半期連結会計期間末までには売上に計上できなかったため、事業全体の売上高は

やや減少いたしましたが、業績は安定しており拡大傾向にあります。当事業の外部顧客への売上高は、

21億80百万円となりました。

　

(2) 資産・負債・純資産の分析

① 資産の部

当第３四半期連結会計期間末の総資産は456億32百万円となり、前連結会計年度末に比べ78億13百万

円増加いたしました。流動資産は79億52百万円増加いたしました。主な要因は、現金及び預金の増加が

30億26百万円、受取手形及び売掛金の増加が40億42百万円等であります。また、固定資産は1億39百万円

減少いたしました。 
　

② 負債の部

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は341億49百万円となり、前連結会計年度末に比べ81億12百

万円増加いたしました。流動負債は80億48百万円増加いたしました。主な要因は、営業活動に伴う支払

手形及び買掛金が65億20百万円の増加、前受金が12億18百万円の増加、未払法人税等が2億63百万円の

増加等であります。また、固定負債は63百万円増加いたしました。
　

③ 純資産の部

当第３四半期連結会計期間末の純資産の部は114億82百万円となり、前連結会計年度末に比べ2億99

百万円減少いたしました。主な要因は、当四半期純利益を1億94百万円計上したものの、配当金の支払い

を2億57百万円実施した上、その他有価証券評価差額金が1億79百万円減少したことなどによるもので

あります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、62億50百万円

となり、第２四半期連結会計期間末に比べ13億51百万円増加いたしました。
　

営業活動によって増加した資金は、前第３四半期連結会計期間に比べ16億70百万円多い15億61百万

円となりました。

これは、主に税金等調整前四半期純利益が増加したこと、営業運転資金が減少したことによるもので

あります。
　

投資活動によって使用した資金は、前第３四半期連結会計期間に比べ9百万円少ない9百万円となり

ました。

これは、主に投資有価証券を取得したこと、固定資産を取得したことによるものであります。
　

財務活動によって使用した資金は、前第３四半期連結会計期間に比べ1億49百万円多い1億96百万円

となりました。

これは、主に短期借入金が減少したことによるものであります。

　
通期のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、昨今の経済環境激

変による不良債権の発生を極力抑制するとともに、債権回収の早期化の促進をはかること及び当企業グ

ループ全体の資金効率向上等により資金充実を目指してまいります。投資活動及び財務活動による

キャッシュ・フローは、売上動向の変化に機敏に対応できる効率的な資金調達・運用を念頭に活動して

まいります。 

なお、当連結会計年度末の資金は、前連結会計年度末程度を予定しております。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当企業グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。

　

(6) 重要な関連当事者との取引について

当企業グループにおいて、重要な取引先として株式会社椿本チエイン及びそのグループ会社がありま

す。株式会社椿本チエイングループの製品は当企業グループの事業戦略展開上の重要なコアの一つであ

り、従来から販売面のみならず、商品開発面及び相互間の業務処理の効率化といった面から継続的な協力

・協働を進めてきておりますが、同グループ製品群に係る市場でのコスト面、品質面での競争は激化して

おり、製・販一体となった更なる販売力・商品力の強化が求められております。

このような状況を踏まえ、当企業グループは、株式会社椿本チエイングループと共に統一した営業戦略

の下での協力・協働関係を更に強化することとし、ターゲットとした事業領域・商品領域については、両

者によるワーキングチームの編成等、一歩進めた共同営業の展開により同グループ製品の販売拡大を

計って行くと共に、ＩＴ化により、相互間の事業処理面でも効率化を更に進めていくこととしておりま

す。

　

(7) 経営者の問題意識と今後の方針について

当企業グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案する

よう努めておりますが、最近の事業環境の激変への対応は、ますます厳しいものになっております。

このため、当企業グループは、創業100周年へ向け、売上高1,000億円・経常利益30億円の早期達成を目

指して、平成22年４月より新たに３ヶ年の連結中期経営計画「COLLABO 1000」をスタートさせておりま

す。

この中では、社是に掲げた「たゆみなき販路の開拓」と「常に怠りなき商品の開発」の徹底実行を中

期方針の要とし、当企業グループが日本国内の製造業の体制の変化による国内空洞化に対処するために

各事業部門の協働により、「更なる総合力の発揮」「情報の共有化」をキーワードに下記の施策を進め

てまいります。
　

① グループ全体での顧客開拓活動の継続展開により、ＩＴ等の新技術、環境・自動車等の新技術、素

材、エネルギー等、成長産業分野・有力業界での営業を拡大すること

② 当企業グループの取扱商品の幅を広げて、顧客ニーズの変化への対応力を強め、他社との差別化

を計り、競争力を高めること

③ 当企業グループの主要取扱商品である株式会社椿本チエイングループ製品の拡販により、顧客基

盤の拡大・充実を計ること

④ 国内の地域経済圏の規模・特徴にマッチした営業力を整備することにより、国内市場の地域密着

営業を更に進めること

⑤ 中国・東南アジアでの営業力の強化と共に、新たな海外市場を開拓することにより、海外事業の

拡大を計ること

⑥ グループ一体となった情報・人材・業務・資金等の活用と営業・人材・業務・資金等の効率化、

リスク管理の充実により、当企業グループの経営効率を上げ収益力を強化すること
　

今後、上に掲げた施策をよりきめ細かく遂行しながら、必要に応じ中期的な目標・方針・施策の見直し

を進めているところであります。

　

EDINET提出書類

椿本興業株式会社(E02572)

四半期報告書

 7/32



第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

① 提出会社

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

② 国内子会社

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

③ 在外子会社

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成22年12月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成23年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,489,84532,489,845

東京証券取引所 
市場第１部 
大阪証券取引所 
市場第１部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式で、単
元株式数は、1,000株でありま
す。

計 32,489,84532,489,845― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額　
(百万円)

資本金残高　
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年10月1日～
　平成22年12月31日

― 32,489 ― 2,945 ― 750
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(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記

載することができませんので、直前の基準日である平成22年９月30日の株主名簿により記載しておりま

す。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式　　　258,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式       83,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   31,834,00031,834 ―

単元未満株式 普通株式　　  314,845 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 32,489,845― ―

総株主の議決権 ― 31,834 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個）含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式284株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

当社

大阪市北区梅田

３丁目３番20号
258,000― 258,000 0.79

　 　 　 　 　 　

（相互保有株式）

椿本西日本㈱　（注２）

福岡市博多区博多駅南

４丁目15番８号
― 83,000 83,000 0.26

計 ― 258,00083,000341,000 1.05

(注) １　株主名義上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含めております。

２　椿本西日本㈱の「他人名義所有株式数」は、当社の取引先で構成される持株会（椿本興業株式会社取引先持株

会　大阪市北区梅田３丁目３番20号）によるものであります。
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 227 238 237 219 205 219 220 208 229

最低(円) 199 198 207 203 185 197 191 182 201

(注)　上記の最高・最低株価は東京証券取引所市場第１部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人による四半期レビューを受け、また当第３四半

期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年

４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人に

より四半期レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年

７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,250 3,223

受取手形及び売掛金 ※３
 25,982 21,940

商品及び製品 1,520 1,465

仕掛品 2,174 1,538

繰延税金資産 154 137

その他 1,081 866

貸倒引当金 △184 △145

流動資産合計 36,978 29,025

固定資産

有形固定資産 ※１
 546

※１
 547

無形固定資産 66 18

投資その他の資産

投資有価証券 6,481 6,761

その他 1,743 1,805

貸倒引当金 △183 △339

投資その他の資産合計 8,041 8,227

固定資産合計 8,654 8,793

資産合計 45,632 37,819

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※３
 27,694 21,173

短期借入金 225 276

未払法人税等 305 42

役員賞与引当金 44 5

1年内返済予定の長期借入金 2,000 2,000

繰延税金負債 6 7

その他 2,115 838

流動負債合計 32,392 24,343

固定負債

退職給付引当金 1,095 1,041

長期未払金 464 469

繰延税金負債 0 0

その他 197 183

固定負債合計 1,757 1,694

負債合計 34,149 26,037
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,945 2,945

資本剰余金 1,805 1,805

利益剰余金 6,110 6,173

自己株式 △82 △81

株主資本合計 10,778 10,843

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 688 868

繰延ヘッジ損益 1 △0

為替換算調整勘定 △61 △44

評価・換算差額等合計 628 823

少数株主持分 75 114

純資産合計 11,482 11,782

負債純資産合計 45,632 37,819
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 43,296 51,601

売上原価 37,678 44,900

売上総利益 5,617 6,700

販売費及び一般管理費 ※１
 6,104

※１
 6,213

営業利益又は営業損失（△） △486 487

営業外収益

受取利息 2 2

受取配当金 97 98

持分法による投資利益 43 51

その他 62 50

営業外収益合計 205 202

営業外費用

支払利息 29 28

売上割引 14 21

為替差損 － 18

シンジケートローン手数料 － 32

その他 9 11

営業外費用合計 53 114

経常利益又は経常損失（△） △334 576

特別利益

固定資産売却益 0 0

ゴルフ会員権売却益 4 －

貸倒引当金戻入額 39 41

特別利益合計 44 41

特別損失

固定資産除売却損 － 0

投資有価証券評価損 － 89

ゴルフ会員権評価損 － 4

その他 － 0

特別損失合計 － 94

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△290 523

法人税、住民税及び事業税 48 336

法人税等調整額 △110 △11

法人税等合計 △61 324

少数株主損益調整前四半期純利益 － 199

少数株主利益又は少数株主損失（△） △2 4

四半期純利益又は四半期純損失（△） △225 194
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 14,086 15,912

売上原価 12,307 13,721

売上総利益 1,779 2,190

販売費及び一般管理費 ※１
 2,061

※１
 2,053

営業利益又は営業損失（△） △282 137

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 33 38

持分法による投資利益 24 13

助成金収入 23 14

その他 10 7

営業外収益合計 92 74

営業外費用

支払利息 9 8

売上割引 5 7

為替差損 2 7

シンジケートローン手数料 － 32

その他 2 2

営業外費用合計 19 59

経常利益又は経常損失（△） △209 151

特別利益

固定資産売却益 0 0

投資有価証券評価損戻入益 － 30

特別利益合計 0 30

特別損失

固定資産除売却損 － 0

その他 － 0

特別損失合計 － 0

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△209 181

法人税、住民税及び事業税 △16 94

法人税等調整額 △46 △9

法人税等合計 △62 85

少数株主損益調整前四半期純利益 － 96

少数株主利益 6 2

四半期純利益又は四半期純損失（△） △153 94
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△290 523

減価償却費 39 45

のれん償却額 － 1

引当金の増減額（△は減少） △210 △24

受取利息及び受取配当金 △99 △100

支払利息 29 28

持分法による投資損益（△は益） △43 △51

投資有価証券売却損益（△は益） － 0

投資有価証券評価損益（△は益） － 89

固定資産除売却損益（△は益） △0 0

ゴルフ会員権評価損 － 4

売上債権の増減額（△は増加） 6,595 △4,044

商品の増減額（△は増加） 411 △52

仕掛品の増減額（△は増加） △175 △636

仕入債務の増減額（△は減少） △5,187 6,523

前受金の増減額（△は減少） 149 1,222

未払消費税等の増減額（△は減少） △19 15

その他の資産の増減額（△は増加） △117 △614

その他の負債の増減額（△は減少） 130 44

その他 △8 3

小計 1,203 2,977

利息及び配当金の受取額 99 100

利息の支払額 △32 △21

法人税等の支払額 △930 －

法人税等の還付額 － 430

その他の支出と収入 13 12

営業活動によるキャッシュ・フロー 353 3,499

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △35 △11

投資有価証券の売却による収入 － 0

固定資産の取得による支出 △21 △83

固定資産の売却による収入 21 0

子会社株式の取得による支出 － △45

長期貸付けによる支出 △5 △5

長期貸付金の回収による収入 3 4

その他 △27 △10

投資活動によるキャッシュ・フロー △64 △153
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △149 △50

自己株式の取得による支出 △1 △0

リース債務の返済による支出 － △0

少数株主への配当金の支払額 △6 －

配当金の支払額 △290 △257

財務活動によるキャッシュ・フロー △446 △309

現金及び現金同等物に係る換算差額 2 △10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △154 3,026

現金及び現金同等物の期首残高 3,269 3,223

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,115 6,250
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

(会計処理基準に関する事項の変更)

１　資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）

を適用しております。なお、これによる影響額はありません。

２　企業結合に関する会計基準等の適用

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計

基準』の一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計

基準第７号　平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表

分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平

成20年12月26日）を適用し、子会社の資産及び負債の評価方法を部分時価評価法から全面時価評価法へ変更し

ております。なお、これによる影響額は軽微であります。

　

【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

前第３四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「シンジケートローン手数料」は、

営業外費用総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。な

お、前第３四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「シンジケートローン手数料」は１百万円

であります。

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

EDINET提出書類

椿本興業株式会社(E02572)

四半期報告書

19/32



　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日 至 平成22年12月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の

実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、

簿価切下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

固定資産の年度中の取得、売却又は除却等に応じ年間償却予定額を期間按分する方法によっております。 

なお、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する

方法によっております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によってお

ります。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境や一時差異等の発生状況に

著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。

５　連結会社相互間の債権債務及び取引の相殺消去

(1) 連結会社相互間の債権と債務の相殺消去

当該債権の額と債務の額に相違が見られる場合には、合理的な範囲内で当該差異の調整を行わないで債権

と債務を相殺消去しております。

(2) 連結会社相互間の取引の相殺消去

取引金額に差異がある場合で、当該差異の重要性が乏しいときには、親会社の金額に合わせる方法により

相殺消去しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末 

(平成22年12月31日)
前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　　 497百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額　　　 468百万円

　２　　　　　　　　―――――

  　　　　　　　　　　　　　　　

　２　受取手形の流動化による買戻限度額 

　　　　　　　　　　　　　　　　　 373百万円

※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含ま

れております。

受取手形 664百万円

支払手形 1,157百万円

※３　　　　　　　　―――――

 

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次の

とおりであります。

給料及び手当 2,382百万円

賞与 353百万円

旅費交通費 421百万円

地代家賃 611百万円

退職給付費用 188百万円

貸倒引当金繰入額 40百万円

役員退職慰労引当金繰入額 2百万円

減価償却費 39百万円

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次の

とおりであります。

給料及び手当 2,377百万円

賞与 350百万円

旅費交通費 504百万円

地代家賃 616百万円

退職給付費用 191百万円

貸倒引当金繰入額 39百万円

役員賞与引当金繰入額 44百万円

減価償却費 45百万円

　

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次の

とおりであります。

給料及び手当 781百万円

賞与 125百万円

旅費交通費 142百万円

地代家賃 202百万円

退職給付費用 63百万円

貸倒引当金繰入額 14百万円

減価償却費 13百万円

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次の

とおりであります。

給料及び手当 787百万円

賞与 125百万円

旅費交通費 159百万円

地代家賃 206百万円

退職給付費用 62百万円

貸倒引当金繰入額 8百万円

減価償却費 16百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

　  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　現金及び預金勘定 3,115百万円

　  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　現金及び預金勘定 6,250百万円

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日

 至  平成22年12月31日)

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 32,489

　

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 302

　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 161 5.00平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

平成22年11月1日
取締役会

普通株式 96 3.00平成22年９月30日 平成22年12月６日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５．株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
動伝事業
(百万円)

設備装置
事業
(百万円)

産業資材
事業
その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

8,000 3,677 2,407 14,086 ― 14,086

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

70 561 43 675 (675) ―

計 8,071 4,239 2,451 14,761 (675) 14,086

営業利益又は営業損失(△) 22 △225 84 △118 (163) △282

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
動伝事業
(百万円)

設備装置
事業
(百万円)

産業資材
事業
その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

23,642 13,409 6,243 43,296 ― 43,296

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

221 2,314 93 2,628 (2,628) ―

計 23,863 15,724 6,336 45,924(2,628)43,296

営業利益又は営業損失(△) 83 △184 152 50 (537) △486

(注) １　事業区分は、内部管理組織によっております。

　　　　　各事業に属する主要な商品は下記のとおりであります。
　

事業別 主要商品名

動伝事業

ローラチェーン及び鎖車、タイミングチェーン及び歯付きベルト、

各種搬送用チェーン、各種カップリング、各種電動機、制御機器、

各種変減速機、電子機器、その他伝動機器

設備装置事業

クリーンエネルギー関連設備、医薬・バイオ関連設備、化学機械装置、水処理装置、

食品機械、その他環境装置、工作機械、鍛圧機械、産業用ロボット、各種コンベヤ、各

種自動化装置、サイロ設備、立体倉庫及び自動仕分装置、各種輸送装置を含むＦＡ

システム、建築請負工事

産業資材事業
その他

各種不織布及びその加工品、各種合成樹脂成形機及び成形品、機能素材

　

２　当第３四半期連結累計期間より、従来の長期大型の工事（請負金額３億円以上、工期１年以上）に加え、「工事

契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号）を適用したため、動伝事業における平成21年4月1日以降の

着手分、外部顧客に対する売上高440百万円、営業利益35百万円と、設備装置事業における平成21年4月1日以降

の着手分、外部顧客に対する売上高663百万円、セグメント間の内部売上高405百万円、営業利益72百万円がそ

れぞれ増加しております。

　

EDINET提出書類

椿本興業株式会社(E02572)

四半期報告書

23/32



　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)及び

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)
　

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。　

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)及び

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)
　

海外売上高の合計が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。　
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当企業グループの報告セグメントは、当企業グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能

であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。

当社は、商品・サービス別の事業部を置き、各事業部は、取り扱う商品・サービスについて国内及び海外

の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。また国内外の連結子会社、非連結子会社、関連会社

については各事業部の商品・サービスをもとに事業活動を行っております。

従って、当企業グループは、事業部及び会社を基礎とした商品・サービス別のセグメントから構成されて

おり、「動伝事業」、「設備装置事業」及び「産業資材事業」の３つを報告セグメントとしております。

「動伝事業」は、株式会社椿本チエイングループのパワトラ商品を中心として、国内外の動力伝動商品の

全般を取り扱っております。

「設備装置事業」は、株式会社椿本チエイングループのマテハン商品、当社独自のエンジニアリングによ

るツバコーシステム商品を中心に、産業分野全般にわたり搬送設備等の自動化・省力化商品を提供してお

ります。

「産業資材事業」は、不織布製品をはじめ合成樹脂原料及びその成型加工品、カルマーポンプ、新素材商

品等幅広い商品を取り扱っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　

報告セグメント

合計
(百万円)

調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)

動伝事業
 

(百万円)

設備装置
事業
(百万円)

産業資材
事業
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 30,378 15,095 6,127 51,601 ― 51,601

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

590 2,640 482 3,713 △3,713 ―

計 30,969 17,736 6,609 55,314△3,713 51,601

セグメント利益
又は損失(△)

750 △29 199 920 △432 487

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　

報告セグメント

合計
(百万円)

調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)

動伝事業
 

(百万円)

設備装置
事業
(百万円)

産業資材
事業
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 9,896 3,835 2,180 15,912 ― 15,912

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

187 649 142 980 △980 ―

計 10,084 4,485 2,322 16,892 △980 15,912

セグメント利益
又は損失(△)

253 △84 105 274 △136 137
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

利益 金額（百万円）

報告セグメント計 920

セグメント間取引消去 0

全社費用(注) △433

四半期連結損益計算書の営業利益 487

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

利益 金額（百万円）

報告セグメント計 274

セグメント間取引消去 0

全社費用(注) △137

四半期連結損益計算書の営業利益 137

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

　

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日)を適用しております。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額
　

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 354円41銭
　

１株当たり純資産額 362円40銭
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 11,482 11,782

普通株式に係る純資産額(百万円) 11,407 11,667

差額の主な内訳(百万円) 　 　

  少数株主持分 75 114

普通株式の発行済株式数(千株) 32,489 32,489

普通株式の自己株式数(千株) 302 296

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株) 32,187 32,193

　
２．１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失(△)
　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △7円1銭
　

１株当たり四半期純利益 6円6銭
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失(△)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失(△)(百万円)

△225 194

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失(△)(百万円)

△225 194

普通株主に帰属しない金額(百万円)　 ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 32,199 32,190
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前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △4円78銭
　

１株当たり四半期純利益 2円93銭
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失(△)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 
又は四半期純損失(△)(百万円)

△153 94

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失(△)(百万円)

△153 94

普通株主に帰属しない金額(百万円)　 ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 32,196 32,188

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

リース取引開始日が平成21年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、当該取引残高が、前連結会計

年度の末日と比べて著しい変動はありません。

　

２ 【その他】

平成22年11月１日開催の取締役会において、第108期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①　中間配当による配当金の総額　　　　　　　　96百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　 3円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成22年12月６日
　

 (注) 平成22年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行いました。　　　　　　　　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月９日

椿本興業株式会社

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　牧　　　美　 喜　 男　　印

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　原　　田　　大　　輔　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている椿本

興業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、椿本興業株式会社及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月８日

椿本興業株式会社

取締役会  御中

　

有 限 責 任 あ ず さ 監 査 法 人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    原    田    大    輔    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    黒    川    智    哉    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている椿本

興業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、椿本興業株式会社及び連結子会社の平成22年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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